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関係者による問題意識の共有

協議会等検討の場の設置

協議会等における対策の検討

対応策の実施開始 継続的な事業運営に向けた管理・指導

Ｐ
ＤＣ
Ａ

事業の継続化

発荷主
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物流事業者

ディベロッパー

ビル管理者

商店街関係者 地域住民

事業開始後も事業の継続、改良ができるよう情報
交換、共有を図る場の設置を行い、定期的に会合
を実施。

利害の対立

関係する事業者や団体の全てが入るよう構成される
ことが理想。
対象場所の交通実態の把握や対応策を検討。

対応策の実施開始にあたっては、協議会メンバー
を通じて事前に十分な周知が必要。
国も各種施策を通じて、実施を支援。

地域が中心となり、事業を継続して実施。

国・地方公共団体による
協議会設置のための
支援等
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